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議案第 122 号 

 

 

庄原市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例案を次

のとおり提出する。 

  

  

令和８年９月２日 

  

  

                        庄原市長 八 谷 恭 介 

 

 

庄原市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条 

例 

 

庄原市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例（平成 17 年庄原市条例第 20 号）

の一部を次のように改正する。 

 

第２条第２号中「第 19 条第１項第１号」を「第 18 条の３第１項第６号」に改める。 

第４条中「第 21 条第２項」を「第 18 条の３第１項」に改める。 

 

 

 

附 則 

 この条例は、令和８年 10 月１日から施行する。 
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（提案理由） 

 地方自治法施行規則（昭和 22 年内務省令第 29 号）の一部改正に伴い、所要の改正を

行おうとするものである。 

-20-



議案第 123 号 

 

 

庄原市税条例の一部を改正する条例案を次のとおり提出する。 

 

 

令和８年９月２日 

 

 

庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

庄原市税条例の一部を改正する条例 

 

 庄原市税条例（平成 17 年庄原市条例第 72 号）の一部を次のように改正する。 

 

第 34 条の７第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４

項」に改める。 

第 36 条の２第１項ただし書中「及び第 36 条の３の３第１項」を「並びに第 36 条の

３の３第１項及び第２項第４号」に改める。 

第 36 条の３の２第１項第２号中「除き、」を「除く。次条第１項第２号において同

じ。）（」に改め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条第５項中「次条第４項」

を「次条第５項」に改める。 

第 36 条の３の３第１項を次のように改める。 

次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）は、公的年金

等支払者（所得税法第 203 条の６第１項に規定する申告書の提出の際に経由すべき同

項に規定する公的年金等（以下この項において「公的年金等」という。）の支払者を

いう。以下この条において同じ。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところにより、次項各号に掲げる事項を記載した申告書

を、当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(１) 所得税法第 203 条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提出しなけ

ればならない者 

(２) 法の施行地において公的年金等（所得税法第 203 条の７の規定の適用を受ける

ものを除く。）の支払を受ける第 23 条第１項第１号に掲げる者であって、特定配

偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が 900 万円以下であるものに限る。）の

自己と生計を一にする配偶者（合計所得金額が 95 万円以下であるものに限る。）

をいう。次号及び次項第３号において同じ。）（退職手当等（第 53 条の２に規定

する退職手当等に限る。以下この号において同じ。）に係る所得を有する者に限る。）
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又は扶養親族（年齢 16 歳未満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当等に係

る所得を有する者に限る。）若しくは特定親族（退職手当等に係る所得を有する者

であって、合計所得金額が 85 万円以下であるものに限る。）を有する者 

(３) 法の施行地において公的年金等（所得税法第 203 条の７の規定の適用を受ける

ものに限る。）の支払を受ける第 23 条第１項第１号に掲げる者（当該年中に支払

を受けるべき当該公的年金等の額がその年最初に当該公的年金等の支払を受ける

べき日の前日の現況において令第 48 条の９の７の３に定める金額に満たない者を

除く。）であって、障害者、寡婦若しくはひとり親に該当する者又は特定配偶者若

しくは扶養親族（年齢 16 歳未満の者又は控除対象扶養親族に限る。）若しくは特

定親族（合計所得金額が 85 万円以下であるものに限る。）を有する者 

第 36 条の３の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項とし、

同条第４項中「第 48 条の９の７の３」を「第 48 条の９の８」に改め、同項を同条第５

項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に、「法第

317 条の３の３第１項の規定による申告書に」を「同条第１項の規定による申告書に」

に、「法第 317 条の３の３第１項の規定による申告書を提出する」を「同条第１項の規

定による申告書を提出する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１

項を加える。 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 

(１) 公的年金等支払者の名称 

(２) 公的年金等受給者が、法第 314 条の２第１項第６号に規定する特別障害者又は

その他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する事実並びに寡婦又は

ひとり親に該当する場合にはその旨 

(３) 特定配偶者の氏名 

(４) 扶養親族又は特定親族の氏名 

(５) その他施行規則で定める事項 

第 63 条中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあっては 20 万円」を削

り、「150 万円」を「180 万円」に改める。 

附則第６条中「から令和９年度まで」を「以後」に改める。 

附則第７条の３第１項中「令和 20 年度」を「令和 25 年度」に、「令和７年」を「令

和 12 年」に改める。 

附則第７条の４中「又は附則第 20 条第１項」を「、附則第 19 条の３第１項又は附則

第 20 条第１項」に、「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」

に改める。 

附則第９条の２中「第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の３第３項又は第４

項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

附則第 10 条の２第３項から第６項までの規定中「３分の２」を「２分の１」に改め、

同条第７項中「附則第 15 条第 25 項第３号イ」を「附則第 15 条第 24 項第３号イ」に、

「４分の３」を「３分の２」に改め、同条第８項中「４分の３」を「３分の２」に改め
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る。 

附則第 17 条の２第２項中「附則第 34 条の２第５項」を「附則第 34 条の２第６項」

に、「附則第 34 条の２第 10 項」を「附則第 34 条の２第 12 項」に改め、同条に次の１

項を加える。 

４ 第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得割の納税義

務者が、租税特別措置法第 31 条の２第２項第 13 号から第 15 号までに掲げる土地等

の譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡をした土地等がその譲渡をした

時において地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第３条第１項の地すべり防止

区域、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年法律第 57 号）第３

条第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の

推進に関する法律（平成 12 年法律第 57 号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域又

は特定都市河川浸水被害対策法（平成 15 年法律第 77 号）第 56 条第１項の浸水被害

防止区域内にあるときは、当該土地等の譲渡は、第１項又は第２項に規定する優良住

宅地等のための譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものと

みなす。 

 附則第 19 条の２の次に次の１条を加える。 

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第 19 条の３ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第 38 条の２第

１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、当該事業所得、譲

渡所得及び雑所得については、第 33 条第１項及び第２項並びに第 34 条の３の規定に

かかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業所得の金額、譲渡所得の金額及び

雑所得の金額として令附則第 18 条の６の４で定めるところにより計算した金額（以

下この項において「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、特定

暗号資産に係る課税譲渡所得等の金額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項

第１号の規定により読み替えて適用される第 34 条の２の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）をいう。）の 100 分の３に相当する金額に相当する市民税の所得

割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(１) 第 34 条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総

所得金額、附則第 19 条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金

額」とする。 

(２) 第 34 条の６から第 34 条の８まで、第 34 条の９第１項、附則第７条第１項及

び附則第７条の３第１項の規定の適用については、第 34 条の６中「所得割の額」

とあるのは「所得割の額及び附則第 19 条の３第１項の規定による市民税の所得割

の額」と、第 34 条の７第１項前段、第 34 条の８、第 34 条の９第１項、附則第７

条第１項及び附則第７条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び

に附則第 19 条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第 34 条の７第１

項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第 19 条の３第１項の規
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定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

(３) 第 35 条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は附則第 19 条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲

渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山林所得金額若し

くは附則第 19 条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と

する。 

(４) 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあるの

は「山林所得金額並びに附則第 19 条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲

渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに

附則第 19 条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和９年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

(１) 附則第 10 条の２の改正規定並びに附則第３条第１項及び第３項の規定 公布

の日 

(２) 第 63 条の改正規定及び附則第３条第２項の規定 令和９年４月１日 

(３) 第 34 条の７第２項の改正規定並びに附則第７条の４の改正規定（「附則第５

条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める部分に限る。）、

附則第９条の２の改正規定及び附則第 17 条の２の改正規定並びに次条第４項の規

定 令和 10 年１月１日 

(４) 附則第７条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第 19

条の２の次に１条を加える改正規定並びに次条第３項及び第５項の規定 金融商

品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律第 64 号）

の施行の日の属する年の翌々年の１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の庄原市税条例（以下「新条例」という。）第 36 条の３

の３第１項及び第２項の規定は、この条例の施行の日以後に支払を受けるべき公的年

金等について提出する新条例第 36 条の３の３第１項の規定による申告書について適

用し、同日前に支払を受けるべき公的年金等について提出したこの条例による改正前

の庄原市税条例第 36 条の３の３第１項の規定による申告書については、なお従前の

例による。 

２ 新条例附則第７条の３第１項及び第２項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が

令和８年１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第 12 号。

以下この項において「所得税法等改正法」という。）第７条の規定による改正後の租
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税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）第 41 条第１項に規定する居住用家屋（同条

第 16 項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第 16 項に規

定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第 17 項の規定により同条

第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第 17 項に規定する特例既存住宅及び同

条第 35 項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第 35 項に規

定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（同条第 17 項の規定

により同条第１項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同条第 17 項に規定す

る特例増改築等をした家屋を含み、当該増改築等又は当該特例増改築等に係る部分に

限る。）又は同条第６項に規定する認定住宅等（同条第 18 項の規定により同条第６

項に規定する認定住宅等とみなされる同条第 18 項に規定する特例認定住宅等を含

む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供する場合について適

用し、市民税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第７条の規定による

改正前の租税特別措置法第 41 条第１項に規定する居住用家屋（同条第 20 項の規定に

より同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第 20 項に規定する特例居住

用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第 35 項の規定により同条第１項に規定す

る既存住宅とみなされる同条第 35 項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは

増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）又は同条第 10 項に規定す

る認定住宅等（同条第 21 項の規定により同条第 10 項に規定する認定住宅等とみなさ

れる同条第 21 項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところ

によりその者の居住の用に供した場合については、なお従前の例による。 

３ 前条第４号に掲げる規定による改正後の庄原市税条例附則第７条の４の規定は、同

号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項において「４号施行日」という。）

の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、４号施行日の属

する年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第 17 条の２第４項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が前条第３号

に掲げる規定の施行の日以後に行う新条例附則第 17 条の２第１項の土地等の譲渡に

ついて適用する。 

５ 新条例附則第 19 条の３の規定は、４号施行日の属する年度の翌年度以後の年度分の

個人の市民税について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令

和８年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和７年度分までの固定資産税

については、なお従前の例による。 

２ 新条例第 63 条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令

和８年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 令和６年４月１日から令和８年３月 31 日までの間に新たに取得された地方税法等

の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）第１条の規定による改正前の地方税法

（昭和 25 年法律第 226 号）附則第 15 条第 25 項に規定する特定再生可能エネルギー
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発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

地方税法の一部改正に伴い、所要の改正を行おうとするものである。 
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議案第 124 号 

 

 

字の区域の変更について 

 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条第１項の規定に基づき、庄原市総領町の

次の字の区域の変更調書の表の左欄に掲げる区域を同表右欄に掲げる字の区域に変更す

るため、議会の議決を求める。 

なお、字の区域の変更は、国土調査法（昭和 26 年法律第 180 号）第 19 条第２項の規

定による国土調査の認証の日から効力を生ずる。 

 

 

令和８年９月２日提出 

 

 

庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

 

 

 

 

字の区域の変更調書 

（別紙） 
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（提案理由） 

 地籍調査事業により、錯綜している字を統合整備する必要があるため、地方自治法第

260条第１項の規定により、議会の議決を求めるものである。 
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（別紙）

字の区域の変更調書

左欄 右欄

町・大字 字 地番 町・大字 字

総領町下領家

丹波谷

二番滝
1180、1183、1184の１、1185、
1187

二番滝平

719の１、719の２、765の２、
766、768、769の１、769の２、
770、824

総領町下領家

丹波谷西山

丹波谷西山 5199の５、5200の９、5200の10 丹波谷

-29-



-30-



 

議案第 128 号 

 

 

令和７年度庄原市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和７年度庄原

市一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見書及び同法第 233 条第５項の規定に基づ

く書類を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 
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議案第 129 号 

 

 

令和７年度庄原市住宅資金特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和７年度庄原

市住宅資金特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見書及び同法第 233 条第５項の規

定に基づく書類を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 
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議案第 130 号 

 

 

令和７年度庄原市歯科診療所特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和７年度庄原

市歯科診療所特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見書及び同法第 233 条第５項の

規定に基づく書類を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 
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議案第 131 号 

 

 

令和７年度庄原市休日診療センター特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和７年度庄原

市休日診療センター特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見書及び同法第 233 条第

５項の規定に基づく書類を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 
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議案第 132 号 

 

 

令和７年度庄原市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和７年度庄原

市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見書及び同法第 233 条第５項

の規定に基づく書類を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 
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議案第 133 号 

 

 

令和７年度庄原市国民健康保険特別会計（直診勘定）歳入歳出決算認定について 

 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和７年度庄原

市国民健康保険特別会計（直診勘定）歳入歳出決算を別紙監査委員の意見書及び同法第

233 条第５項の規定に基づく書類を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 
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議案第 134 号 

 

 

令和７年度庄原市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和７年度庄原

市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見書及び同法第 233 条第５

項の規定に基づく書類を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-37-



 

議案第 135 号 

 

 

令和７年度庄原市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和７年度庄原

市介護保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見書及び同法第 233 条第５項の規

定に基づく書類を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 
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議案第 136 号 

 

 

令和７年度庄原市介護保険サービス事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和７年度庄原

市介護保険サービス事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見書及び同法第 233

条第５項の規定に基づく書類を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 
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議案第 137 号 

 

 

令和７年度庄原市宅地造成事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和７年度庄原

市宅地造成事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見書及び同法第 233 条第５項

の規定に基づく書類を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 
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議案第 138 号 

 

 

令和７年度庄原市下水道事業会計決算認定について 

 

 

  地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第 30 条第４項の規定により、令和７年度

庄原市下水道事業会計決算を別紙監査委員の意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 
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議案第 139 号 

 

 

令和７年度庄原市国民健康保険病院事業会計決算認定について 

 

 

  地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第 30 条第４項の規定により、令和７年度

庄原市国民健康保険病院事業会計決算を別紙監査委員の意見書を付けて、議会の認定に

付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 
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議案第 140 号 

 

 

令和７年度庄原市比和財産区特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和７年度庄原

市比和財産区特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見書及び同法第 233 条第５項の

規定に基づく書類を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月２日提出 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

（以下別冊） 
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報告第 17 号 

 

 

継続費の精算について 

 

 

令和７年度継続費の精算額が確定したので、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16

号）第 145 条第２項の規定により次のとおり報告する。 

 

 

令和８年９月２日 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

令和７年度庄原市一般会計継続費精算報告書 

 

（ 別 紙 ） 
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報告第 18 号 

 

 

債権の放棄について 

 

 

庄原市債権管理条例（平成 26 年庄原市条例第 16 号）第 14 条第１項の規定により、債

権を放棄したので、同条第２項の規定により次のとおり報告する。 

 

 

令和８年９月２日 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

債権放棄報告書 

 

（ 別 紙 ） 
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別紙 

 

 

 

債権放棄報告書 

 

 

 

債権の名称 
放棄した債権の 

合計額 

債権の 

件数 
該当条項 

住民訴訟（木質バイオマス利活用

プラント整備事業）の確定判決に

基づく損害賠償金 

  元金 

        損害金 

住民訴訟（木質バイオマス利活用

プラント整備事業）の判決確定に

伴う損害賠償請求事件に係る訴

訟費用 

 

 

 

 

238,061,169 円 

118,103,915 円 

 

 

 

746,400 円 

 

合計 356,911,484 円 

１件 

 

 

 

 

１件 

庄原市債権管理

条例第 14 条第１

項第２号 
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報告第 19 号 

 

 

債権の放棄について 

 

 

庄原市債権管理条例（平成 26 年庄原市条例第 16 号）第 14 条第１項の規定により、債

権を放棄したので、同条第２項の規定により次のとおり報告する。 

 

 

令和８年９月２日 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

債権放棄報告書 

 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-53-



 

 

 

-54-



別紙 

 

 

 

債権放棄報告書 

 

 

 

債権の名称 
放棄した債権の 

合計額 

債権の

件数 
該当条項 

庄原市建設工事請負契約約款第 43 条の規定によ

る違約金 

・庄原市立田森保育所フェンス金網張替工事 

13,272 円 

 

 

１件 

 

庄原市債権

管理条例第

14 条第１項

第４号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-55-



 

 

-56-



 

 

報告第 20 号 

 

 

債権の放棄について 

 

 

庄原市債権管理条例（平成 26 年庄原市条例第 16 号）第 14 条第１項の規定により、債

権を放棄したので、同条第２項の規定により次のとおり報告する。 

 

 

令和８年９月２日 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

債権放棄報告書 

 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-57-



 

 

 

-58-



別紙 

 

 

 

債権放棄報告書 

 

 

 

債権の名称 
放棄した債権の 

合計額 

債権の

件数 
該当条項 

業務委託契約書第 16 条の規定による違約金 

・市道隠地林正線測量設計業務委託 

・市道宮内線測量設計業務委託 

・市道川西比奈線測量設計調査業務委託 

1,194,018 円 

 

１件 

 

庄原市債権

管理条例第

14 条第１項

第４号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-59-



 

-60-



 

 

報告第 21 号 

 

 

債権の放棄について 

 

 

庄原市債権管理条例（平成 26 年庄原市条例第 16 号）第 14 条第１項の規定により、債

権を放棄したので、同条第２項の規定により次のとおり報告する。 

 

 

令和８年９月２日 

 

 

                        庄原市長 八 谷 恭 介    

 

 

 

債権放棄報告書 

 

（ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-61-



 

 

 

 

 

-62-



別紙 

 

 

 

債権放棄報告書 

 

 

 

債権の名称 
放棄した債権の 

合計額 

債権の

件数 
該当条項 

庄原市建設工事請負契約約款第 43 条の規定によ

る違約金 

・第 5573 号市道吹矢谷下線道路災害復旧工事 

110,160 円 

 

１件 

 

庄原市債権

管理条例第

14 条第１項

第４号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-63-


